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はじめに

私は数人の共同研究者と共に「新しい職業能

力と職業経歴の動向についての研究」を続けて

きたが，その一環としてトヨタ自動車が発行し

ている社内報に現れるさまざまな人事関連報道

をパソコンの中に網羅的に取り込んで，

TOYOTAWorker’sCareerData，略称 TWCD

と名付けたデータベースを構築してきた。社内

報の人事関連報道は大別すると，入社（新入社

員），昇格（職位，職階の上昇），異動（担当・
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戦後トヨタにおける人事現象の概要
─人事報道（１９３７-２００５年）の分析を通して─

辻 勝次＊

本稿はトヨタ自動車が戦後に実施してきた人事管理の概要を，採用，昇格，異動，勤続表彰，排出
の側面から１９３７～２００５年の期間について年度別度数のレベルで考察することを目的としている。基礎
となるデータは，トヨタ自動車の社内報が報道する人事関連記事を網羅的に読み込んでパソコンで整
理したTOYOTAWorker’sCareerData，略称TWCDと名付けたエクセルファイルである。主な確認・
発見事実としては以下の点があった。①新規採用数は年度によって大差があったが傾向としては増加
してきた。②昇格数も社員数の増加に伴って増加傾向にあった。③昇格のもう一つの側面である競争
と淘汰からみると，技能系社員と事務・技術系社員は互いに競争関係に置かれていた。技能系社員の
競争選抜は事務・技術系社員のそれよりも相当に厳しい状態にあった。④担当部署の異動数は全体と
しては増加傾向にあったが，１９８０年ごろからは急増と急減を繰り返していて，明確な傾向をつかめな
い。それは工販合併や組織改革などによって，部のレベルでみた会社の組織編成が大きく変動してい
るからだと思われる。⑤勤続率は比較的安定していて，入社から１５年目までにほぼ半数が消滅する
が，これを過ぎるとほとんど辞める者はいなくなり，入社した社員の２割から３割は定年退職ないし
出向・転籍まで到達する。⑥排出数が一貫して増大しているのは社員数が急増してきた結果であり，
また過去数十年間にわたって長期勤続慣行が維持されてきた結果でもある。
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配属部課の変更），長期勤続表彰（入社からの

長期勤続表彰対象者），排出（出向，転籍，定年

退職者）について，原則として①その人事が発

生した時点（新聞発行日），②人事対象者の氏

名，③職位，④配属部署の４種類の情報を伴う

形で行われる。これらの報道形態別に作成した

５種類のサブファイルを一つに統合したのが今

回分析の対象とする「TWCD全」である。この

ファイルはエクセルの構成としては新聞発行日

によって時間順にまた氏名表記の５０音順に上下

に並び替えてある。個人レベルでは約６万７千

人についての約２５万レコード（行）の情報から

なる。本論ではまず，TWCD全の構成を概観し

つつ，主要な変数の単純集計および，年度別集

計など基本統計量について分析する。集計には

エクセル・TWCD全をそのまま組み込んだ

TWCD全・SPSSファイル（ver１４）を用いる。

１．TWCDの種類とレコード数，捕捉期間

１TWCDの構造とレコード数

本稿で人事現象というのは，社員の処遇に関

するあらゆる変化を意味するが，主要には正社

員としての採用に始まり，職位や職階の昇格，

担当部署の変化・配置換え，出向・転籍と定年

による退職が焦点となる。人事の種類別に構築

してきたそれぞれのサブファイルが，いくつの

レコードからなっているか，まずみておこう。

上に示した図１は５種類のTWCDサブファイ

ルとそれらの捕捉期間，レコード数である。社

内報の報道の形態は新入社者，昇格者，異動

者，勤続表彰者，排出者によって違っているの

で，この違いに応じてTWCD全はデータ種類

と名付けた変数をもっている。下にデータ種類

別度数のみについて表１として示した。欠損値

がいくらかあるが，これを無視して有効パーセ

ントの列を見ると，一番多いのが昇格人事であ

り，全２４万レコードの８７０００レコード，３６％を
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定期（958）
新入社 TWCD（32174）
1937-1974年

仮想入社（31216）
1956-1960年

1927-1974年

性，学歴，職能，採用区分

定年退職（17142）退職時部課（地位）

地位，担当部課

勤続年，10年，15年，20年，25年，30年，40年，45年
配属部課

班長，組長，係長，課長等地位

出向（3923） 出向時トヨタ地位／出向先企業／
出向先地位／（入社年度）

転籍（4725） 転籍時トヨタ地位／転籍先企業名／
転籍先地位／（入社年度）

CC（194） CC時トヨタ地位／ CC先企業名

変数

年度のみ

昇格 TWCD
昇格（87248）
1955-2004年

担当変更 TWCD
変更 TWCD（19478）
1960-1999年

排出 TWCD
排出（26094）
1960-2005年

TWCD全（241635）
1927-2005年

勤続 TWCD
勤続（76641）
1954-1994年

勤続表彰

人事異動

図１ TWCDの構造と対象期間，レコード数



占める。次は勤続レコードの７７０００レコード，

３２％がくる。ついで新入社員レコードの

３２０００，１３％，次 い で 排 出 レ コ ー ド の

２６０００，１０％であり，もっとも少ないのが，担当

部署の変更を伝える異動の約２万レコード，

８％である。以下ではこれら５種類の区分に即

しながら内容を検討していく。

２出来事年別度数

上で検討した２５万レコードが年度別にどのよ

うに分布しているかをみよう。年度別，サブフ

ァイル別のレコード（度）数について論末の注

に示しておいたので参照されたい１）。上の図２

の発端は１９２７年で，終端は２００５年であり，レコ

ードごとの情報量には粗密はあるが，７８年間に

わたる。新聞記事の取り込みが始まる１９５５年以

前のレコードは社内報から直接取り込んだレコ

ードではなく，勤続表彰から割り出した入社年

を仮想的に投入したレコードである２）。古くは

豊田自動織機時代に入社した社員が２００人ほど
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表１ データ種類別レコード数

累積パーセント有効パーセントパーセント度 数データ種類

１３.３１３.３１３.３３２１７４０ 新入社

４９.４３６.１３６.１８７２４８１ 昇 格

５７.５８.１８.１１９４７８２ 異 動

８９.２３１.７３１.７７６６４１３ 勤 続

１００１０.８１０.８２６０９４４ 排 出

１００１００２４１６３５合 計

０６９９ 欠 損

１００２４１６４１合 計

図２ 年度別レコード数の推移（１９２７─２００５年）
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いる。１９５１，５２，５３年ごろの度数は数十程度で

非常に少ない。これは１９５０年争議の後数年間，

新規採用をほぼ完全に停止したからである。

１９５９年あたりから急増しているのは，高度成長

のなかで従業員数が増加していくのに応じて人

事異動や勤続表彰数も増加していくためである。

１９７５年に大きな谷が見えるのは，１９９４年の勤続

２０年表彰を最後に勤続表彰報道がなくなり，毎

年数千人単位で出現する新入社員の，上で述べ

た仮想入社レコードがなくなるからである。そ

の後また度数が急増していくのは，昇格，異

動，排出の本来の人事異動が活発になされたか

らである。１９９０年にまたもう一つの小さな谷が

見えるのは，１９９０年に先立つ十数年前の１９７０年

代後半にオイルショックによる減量経営のため

に，採用数を大幅に抑制した名残であろう。年

度別の人事異動の度数はその１５年ほど昔にどの

程度の規模の新規採用が行われたかによって基

本的に規定される。ある年度の新規採用数が多

いと，１５年ほど遅れて昇進や異動などの人事が

発生するのである。ある年の新規採用数がその

後に続くさまざまな人事現象の量と質とを規定

するこの現象を「人事年輪効果」３）と名付ける。

２．新入社TWCD

１新規入社数

次に新規入社社員の捕捉状態を年度別に検討

する（図３）。ここで新規入社者というのは現

業系と事務・技術系を含み，定期採用と臨時工

からの登用社員も含んだ全ての正規社員であ

る。社内報は１９５６年から１９６０年までの数年間を

除くと新入社員の氏名や学歴などについて直接

の報道はしていない４）。しかし新入社員の入社

レコードは１９３５年から始まっている。これはす

ぐ上で述べたように１９５４年から始まる勤続表彰

報道を使って入社年度を割り出して，入社仮想

レコードとしてTWCDに投入しているからで

ある。逆に新入社員のレコードは１９７４年で途絶

えている。その理由は１９９４年を最後に，１９９５年
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図３ 年度別新入社員数の推移（１９３５─１９７４年）
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からは勤続表彰記事が廃止されたからである。

別言するとTWCDは１９７５年以後に入社した社

員についてはキャリアの出発点である入社年度

を確定できない。さらに捕足すると，ここに出

てくる新入社員というのはトヨタが新規に採用

した全員の数ではなく，少なくとも班長や係長

以上の地位に昇進したとして社内報に報道され

た人数であり，最初の地位に昇進するまでに退

社した数については知ることはできない。これ

らの事実を踏まえてグラフ線の動きを見る。新

入社員数は戦前から１９４５年の敗戦ごろまでは

１００-２００人程度だった。戦後の混乱期に一旦

１０００人ほどまで急増するが，１９５０年代になって

労働争議の余波を受けて，また１０人から数十人

になり，この低迷状態が１９５０年代末まで続い

た。１９６０年代になると元町工場の建設に始まる

増産体制の強化によって，驚くべき急増期を迎

え，１９７０年代になってオイルショックの横ば

い・減少期に入った。この４０年間にTWCDが

捕捉した新入社員数は先に述べたように約

３２０００人である。

２入社年齢

ところで，定年退職データを使うことでその

社員の入社時の年齢を知ることができる場合が

ある。定年退職者の年齢は１９７２年までは５５歳だ

ったが，１９７３年から７７年までの移行措置を経

て，１９７８年からは６０歳に延長された。この補正

を行った上でそれぞれの社員の誕生年を計算

し，他方では勤続表彰年を基準に入社年を求め

ることで，入社時の年齢が把握できるのであ

る５）。こうして約７０００人についての入社年齢が

把握できた。最も若い入社者は１４歳入社で，中

学を卒業してトヨタの技能者養成所に採用され

た社員であり，上は４９歳である。全体の平均入

社年齢は２３.５歳，標準偏差は４.７０２である。事

務・技術系社員の平均年齢は２２.７歳，技能系で

は２４.３歳である６）。自動車工場はいつも若い青

年を大量活用しているという定説はここでも裏

付けられた。

３．昇格TWCD

１年度別昇格数

次に職位や資格の昇格に関する昇格TWCD

の分析に進む。トヨタの職位・職階は何度も改

訂されてきたが，TWCDは一般に理解しやすい

職位体系に読み替えてコード化している。現業

系では一般→班長→組長→工長，さらに優秀者

は事務・技術系系列に合流して課長→次長→部

長にまで進むこともある。昇格ステップ数とし

ては入社試験にも競争があるので，入社を第１

ステップとすると，第２ステップ班長，第３ス

テップ組長，第４ステップ工長と続く。技能系

で工長以上に進む人は事務・技術系社員に合流

して課長→次長→部長と進んでいく。ステップ

数では７段階になる。事務・技術系の場合は一

般→係長→課長→次長→部長であり，少数者は

役員にまで進む。ステップ数では６段階にな

る。このように技能系では第４ステップの工長

の地位に進むまでに４回の選抜局面を経験する

が，事務・技術系の係長の地位は第２ステップ

である。ハードル競争に例えると技能系は事

務・技術系よりも２回多くハードルを越えなけ

ればならない。

まず班長から役員までの全職位をまとめた昇

格合計値を年度別にみておこう（図４）。上の

グラフの期間は１９６０年から２００４年までの４４年間

である。グラフは１９６０年から１９７０年ごろまでは

増加傾向をたどるが，７０年代前半にしばらくの

戦後トヨタにおける人事現象の概要（辻 勝次） 5



間，横ばい状態になる。これは１９５０年代の新入

社員数が少なく，人事現象の発生数そのものが

少なかったこと，またオイルショックの影響も

加わっていよう。しかし７０年代後半からは急激

な増加に転じて１９９２年ごろまで持続した。６０年

代に入社した大量の社員へのポストの供与のた

めであろう。しかしこの趨勢は９０年代半ばから

また横ばいになる。このころトヨタは組織編成

と人事制度を全面的に見直した。バブル崩壊の

影響で昇格抑制がなされたのであろう。

２選抜・競争状況

次に技能系と事務・技術系を比較しながら競

争と淘汰の概要をみる。

上の表２は１９６０年から２００４年までに TWCD

が捕捉した地位別昇格レコード数である。個人

レベルのキャリア記録ではなく，TWCD全が取

り込んだ昇格数の合計なので，厳密とはいえな
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図４ 年度別昇格数（１９６０─２００４年）

表２ 技能系と事務・技術系社員の昇進数，昇進率

事務・技術系社員技能系社員

昇進率度 数地 位昇進率度 数地 位

１００.０％１５９５８４ 係長級１００％３０４４３１ 班長級

５５.５％８８６１５ 課長級４８.１％１４６４５２ 組長級

２０.５％３２６６６ 次長級１５.４％４６８１３ 工長級

８.８％１４０８７ 部長級２.５％７６０５ 課長級

２.５％３９６８ 役員級０.４％１２９６ 次長級

２９８８９合 計０.０％８７ 部長級

５０６６６合 計

役員の人数について章末の注７を参照されたい。
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いが，この表によって昇進競争の概要が把握で

きる。採用数＝新規入社数が分からないので，

技能系では班長昇格者を１とし，事務・技術系

では係長昇格数を１として順次上位に昇進して

いる比率を見ることにしよう。技能系では班長

→組長へ進むのは４８％である，事務・技術系で

は係長→課長へ進むのは５６％である。この段階

ですでに技能系の方が事務・技術系よりも厳し

い選抜が行われている。

まず技能系についていうと，技能系社員の昇

進についての天井地位（天井地位というのはそ

の社員グループが到達できる最高の職位である

と規定する）が部長級であることに注目したい。

約３万人の班長昇進者のなかから部長級にまで

昇進できるのは８人，昇進率としては０.０００３で

あり，ラクダが針の穴を通るほど難しいが，そ

れでも社則で高卒止まりと定めている技能系社

員が，大卒社員に伍して部長にまで進出してい

る事実は重要である。技能系の部長昇格者はト

ヨタマンのモデルとなり，希望の星ともなって

強力なモチベーション効果を発揮するだろう。

技能系の工長は事務・技術系の係長と同等と

されていて，技能系社員は課長以上の職位への

昇進の局面で事務・技術系社員と競争関係に置

かれる事実に注目したい。トヨタは学歴や職能

や入社形態のカベを越えて，社員を競わせてい

る事実を確認できる。言い換えると，昇進スピ

ードが遅い事務・技術系社員は，スピードが速

い技能系社員に追い抜かれる可能性がいつもあ

り，事実そうしたケースは日常茶飯に発生して

いる。大卒・ホワイトカラーとして入社した事

務・技術系社員としては技能系社員に抜かれな

いために，必死の努力をすることになろう。

技能系と事務・技術系の競争・選抜状況へ目

を移すと，技能系の方が事務・技術系よりもよ

ほど厳しい。係長の中から次長へ昇進するのは

２０％あるが，班長から工長になれるのは１５％で

ある。技能系が第４ステップである課長級に進

むのは２％だが，事務・技術系が部長級に進む

のは９％であり，技能系は３倍ほど厳しい選抜

を被る８）。

４．異動TWCD

１年度別異動数（課長以上）

社内報は課を超えた配置の変化についてのみ

異動として報道する。したがって，異動が把握

できるのは課長以上の地位の人であり，係長ク

ラスが同じ課内で担当業務が変わっても把握で

きない。また，技能系の班長，組長，工長の担

当業務の変更は同じ課内であることが多いので

報道されない。このため，異動に関するレコー

ドはすでに述べたことだがTWCD全２５万件の

８％を占めるに過ぎない。

下に１９６０年から１９９９年までの年度別の課長，

次長，部長，役員を合計した異動レコード数を

グラフとして示した（図５）。１９６０年から１９８２

年までグラフ線は漸増傾向にあるが，１９８３年に

なって急増して山ができている。これは１９８２年

のトヨタ自工とトヨタ自販の合併により自販の

社員約５千人が合流したために大幅な異動が行

われたからであろう。また１９９０年の突出は組織

のフラット化によって生じた大量異動である。

社内報はこの時の状況を次のように伝えている

「組織改正後の組織数は１８４部，４０６室，２４５課

（改正前は１７７部，４０５室，２３６課）となった。ま

た，職制異動で２１５６人が昇格するとともに８９２

人（係・工長以上）が部間異動した」（「クリエ

ーション」１９９０年２月２日，No.１７９４号）。この

グラフを見る限り，異動数は漸増傾向にある

戦後トヨタにおける人事現象の概要（辻 勝次） 7



が，１９８０年以後からは急増と急減を繰り返して

いて，明確な傾向は読み取れない。なお，社内

報は２０００年から部署の異動を報道しなくなった

ので，それ以後のデータはない。

２年度別部の数の増加（新聞報道による）

一般に，組織の改編と人事現象の因果関係を

考えると，まず会社の経営戦略があり，その戦

略を追求・実現するための組織の新設，再編，

統合が行われる。組織改革が実施される段階

で，その組織の担当・配属人事が行われるとい

う順序になるだろう。社内報は直ぐ上の「クリ

エーション」の引用で見たように，大規模な定

期人事異動の都度，新設，統合，廃止となった

部名とその理由について報道し，前年と比較し

た部数の増減についても伝えている。ここで新

聞記事が伝える部の数について１９６６年から１９９９年

までの増減の様子を見ておくことにしよう（図６）。

グラフに明らかなように１９６６年には４６部だっ

たが，２００４年には２１４まで４.６倍に増えている。

一番増えたのは１９８２年の１１３が８３年に１４１へと２８

部増えた局面である。これは工販合併で多くの

販売・営業系職場が新設された結果である。も

う一つは１９９０年から９１年の局面でこのときは組

織のフラット化に伴って２６部が増加している。

逆に組織の統合・廃止で減少している局面もあ

る。１９９０年代になって部数は２２０程度でほとん

ど横ばい状態にある。なお新聞報道による部数

の変動と，TWCDが捉えた課長以上の異動数に

ついてデータが揃っている１９６６年から１９９９年ま

での３３年間についての数列の相関をみると，

０.８６３であり，かなり高い。また１９６６年には当

時の従業員総数が２５４８４人なので，１部あたり

５５４人の部員がいたことになる（２５４８５人／４６

部）。２００４年は１部当たり３０５人（６５３４６人／２１４

部）９）で相当な規模縮小が認められる。

３部・室の機能別編成

社内報の部課異動の報道は上で述べたように

課長職以上に限られるが，勤続表彰や排出の報
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図５ 年度別課長以上の異動数（１９６０─１９９９年）
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道ではそのときの配属部課が付いていることが

多い。したがって部署異動の報道に加えて勤続

や排出TWCDを照合することで配属部課の変

化が把握できることがある。いうまでもなく配

属部課の変化は人事管理上からは社員の職業能

力形成の観点からの重要事項である。事務・技

術系のホワイトカラーについてはいわゆるゼネ

ラリスト型の教育を行うか，スペシャリスト型

のそれとするか，技能系については熟練の幅と

深さをどうするか，ライン管理者とするか専門

工として育てるか，など重要な論点である。

TWCDは社員の部署・部門の移動を通して職

業能力の形成状況を分析する。この目的で把握

できる限り配属部課についての情報を取り込ん

でいて，部と室レベルで分析できるように８種

類の機能分野としてコード化している。コード

体系については別稿で説明することとしてここ

では，単純集計のみを示す。

TWCD全が「機能分野」と名付けた変数によ

って把握している部・室のレコード数は異動フ

ァイルと勤続ファイルを合わせると下の表３の

ように約７万である。これらは経営・企画（新

事業，新商品の開発など会社の将来展開に関

与），事務系（財務，経理，教育などの通常事

務），営業系（販売，営業関係），開発技術（エ

ンジン，シャシーの設計，開発，実験など），生

産技術（工場設備，工機，安全衛生，技術員室

を含む生産技術），生産現場（各工場の製造部

門，工務部，検査，品質管理を含む），関連会社

（九州トヨタ，北海道トヨタ，海外工場また出

向・転籍先企業），労働組合（トヨタ労組，トヨ

タ労連，自動車労連などの専従役員）までの８

種類に分類されている。約７万の機能分野の技

能系と事務・技術系別分布を下の表３に示し

た。技能系の３/４は生産現場に配属されてい

る。事務・技術系では生産現場にほぼ半分，開

発技術に１５％，生産技術と事務にそれぞれ１０％

となっている。ホワイトカラー主体の職場にも

相当数の技能系社員が配置されていることに留

意したい。機能分野を異動や昇格に関連づけて

戦後トヨタにおける人事現象の概要（辻 勝次） 9

図６ 新聞報道による部数の推移
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職業能力を分析する課題は別稿にまわす。

５．勤続表彰TWCD

１勤続表彰年目の分布

人事異動とは異なるが次に勤続TWCDに基

づいて表彰数について検討する。まず表彰の節

目ごとのレコード数の分布を表４によってみて

おこう。いちばん多いのが２０年表彰者であり全

表彰レコード７６６４１のほぼ４割を占める。次は

１５年表彰でこれも３５％に上る。注目すべきは４５

年勤続者の存在である。数は３８人で少ないが，

１５歳の養成工で入社して６０歳の定年まで，文字

通りの企業内人生を全うした人びとである。な

お，勤続TWCDが捕捉したレコード数は７６６４１

であり，表彰記事が伝えている表彰数の合計は

８０８９２である（２年分については元資料散逸の

ために合計数も把握できないが）。TWCDは報

道された表彰者の９４.７％を取り込んでいる。

２長期勤続の状態（１９３７─１９６９年）新聞報道に

よる

TWCDのデータ源となった勤続表彰記事は

表彰された社員数を合計値として示している。
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表４ 勤続表彰年目の度数分布

累積パーセント有効パーセントパーセント度 数表彰年目

2.22.22.21704勤続10年目

37.835.635.627294勤続15年目

76.8393929898勤続20年目

83.8775339勤続25年目

95.812129214勤続30年目

98.32.52.51896勤続35年目

1001.61.61258勤続40年目

1000038勤続45年目

10010076641合 計

表３ 技能系と事務・技術系社員の機能分野分布（TWCD異動＋勤続）

合 計事務・技術系社員技能系社員
機能分野

比 率度 数比 率度 数比 率度 数

１.０６５９２.３６３８０.１２１１ 経営・企画

１１.１７６３９１９.７５４７０５.３２１６９２ 事務系

５.８４０２４１３.７３８１６０.５２０８３ 営業系

１５.２１０５０６２４.１６７１６９.２３７９０４ 開発技術系

１１.２７７２２１２.６３５１６１０.２４２０６５ 生産技術系

５４.５３７５３８２５.３７０４８７４.２３０４９０６ 生産現場

１.０６７６２.１５９１０.２８５７ 関連会社

０.２１５００.１３３０.３１１７８ 労働組合

１００.０６８９１４１００.０２７８２８１００.０４１０８６合 計



例えば１９８２年１１月５日（No.１４４９号）は「４０年

勤続者６５人，３５年勤続者１２４人（以下略）」の記

述がある。この数値を拾っていくことで，入社

年度別の勤続節目ごとの勤続率が分かることが

ある。ある年度に新規採用された正社員の総数

についてはトヨタ自工の人事部長だった山本恵

明が公表した年度別新規採用数（１９６２～１９８０

年）が利用できる。これらを組み合わせると，

年度によって入社後の定着率ないし勤続率が分

かる年がある。複雑な説明は注１０を参照してい

ただくとして，まず１９３７年から１９６９年までにつ

いて，１５年目を１００とした場合の２０年目，２５年

目などの勤続率を算出した。さらに，山本のデ

ータを利用して新規入社数を１００として計算で

きる年度についても検討した。（新規入社数を

スタートにした年度については表５に網をかけ

ている）。なお，この表の元データは論末に表

１０として示しておいたので参照されたい。

表５の一番左の列は社会情勢を簡潔に示して

いる。一番上の行は勤続記事の表彰の節目であ

る。表のなかに移って数値を検討する。上の

行，１９３７年に注目すると，入社から１５年目を

１００として，２０年目にも９１.６％の社員が在籍し

ていることを意味する。１９３７年に新規に入社し

た社員数はわからないので，１５年目までにどれ

ほどの社員が辞めたのかも分からない。しか

し，１５年目にたどり着いた社員がさらに勤続し

て２０年目に至る割合は９割を超えているという

意味だ。１９３７年はこうして勤続４０年目までの様

子がわかる。１９３７年入社者にとって勤続４０年目

は１９７７年になる。戦争という大事件をくぐり抜

け，さらに敗戦から戦後混乱期を乗り越えて，

１割以上の社員が勤め続けたというのは，驚く

べきことである。準戦期の１９４１年入社組では４０

年勤続者が４割に近い。長期勤続慣行が一般に

認識されるのは１９６０年代であるが，そのスター

トは準戦期にあったことが確認できる。

１９４２年から１９４４年までの大戦期に入社したグ

ループに移ると，準戦期よりも若干低下すると

はいえ１５年→２０年目の勤続率はどれも８割を超

えて９割に近い年もある。青年労働者のなかに

は社員籍を残して徴兵され，戦後に復員した者

もいただろう。敗戦の混乱のなかで大量離職者

が出たこともある。１９５０年の大争議による解雇

もあった。１９６０年代には労働の単純化が進み２

交代制と夜勤も導入された。これらの大事件，

大変動を乗り越えながら多くの社員が勤続を重

ねたことに改めて驚く。戦後混乱期の１９４６年か

ら５０年までの入社者では１５年→２０年の勤続率は

再び上昇してほぼ９割の水準に戻っている。

復興期の１９５３年から１９５５年に入社した社員に

ついては新規入社数を利用できるので，この記

述のすぐ次に述べることにして，表には数字は

ないが，１５→２０年勤続率として見ると，１９５３年

では１５年目が５３％で２０年目が４８％なので，この

間の勤続率は９０.６％（４８/５３*１００）である。復興

期のいずれの年を取っても１５→２０年目の勤続率

は９０％を越えている。高度成長期になると１５年

→２０年の定着傾向はさらに強まる。１９６０年と６１

年の場合では９８％ないし９９％であり，１５年目か

ら２０年目の間に辞める社員はほとんどいない。

それでも高度成長期の末期に当たる１９６８，６９年

には，労働力不足による労働市場の流動化のた

めだろう，９３％まで低下する。

上の検討によって，戦前，戦中，戦後，どの

時代相をとっても１５→２０年の勤続率は９割に達

していて，一旦１５年目まで勤続すると２０年，２５

年から３０年目まで５割から６割の社員が勤続し

続けていることが分かる。

それでは入社から最初の表彰節目である１５年

戦後トヨタにおける人事現象の概要（辻 勝次） 11
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表５ 入社年度別・勤続率（新聞報道による，１９３７─１９６９年）

勤続４０年勤続３５年勤続３０年勤続２５年勤続２０年勤続１５年新規入社入社年社会情勢

１２.４２３.７５９.１７８.７９１.６１００１９３７

準
戦
期

３２.６３７.２５７.６８０.８９１.３１００１９３８

２３.３２９.９４７.９７４.１９２.２１００１９３９

１９４０

３９.０４６.２５７.２７５.８９１.９１００１９４１

３５.１４７.３６８.８８５.３１００１９４２

大
戦
期

４４.７５４.９７２.８８７.４１００１９４３

４６.２５３.８６８.４８３.８１００１９４４

１９４５

５０.２６４.４７２.４８８.７１００１９４６

混
乱
期

６３.３７３.７８９.３１００１９４７

６８.０７３.４８８.９１００１９４８

６５.９７５.８９０.５１００１９４９

１９５０

１９５１

復
興
期

１９５２

４８.０４８.０５３１００１９５３

４８.３４９.４５２.８１００１９５４

５３.７５５.６５５.６１００１９５５

４３.１４６.６４８.３１００１９５６

高
度
経
済
成
長
期

６９.３７２.３１００１９５７

４７.５４７.５１００１９５８

５９.６６０.１１００１９５９

９８.２１００１９６０

９８.６１００１９６１

５０.６１００１９６２

２５.７１００１９６３

２４.５１００１９６４

４４.６１００１９６５

２８.９１００１９６６

１９６７

９３.６１００１９６８

９３１００１９６９



目までの様子はどうなっているのか。上の表で

網をかけた年について山本データを利用して検

討する。入社数をスタートに計算すると，入社

から１５年目までの勤続率は高い場合は１９５７年が

７２％，５９年が６０％である。低い場合では１９６４年

の２５％，６３年の２６％がある。入社→１５年の勤続

率は年によって大きな差異があるが，全体とし

ては入社から１５年目までにほぼ半数の５割ほど

の社員が退職するといえるだろう。しかし１５年

目を越えるとほとんど辞めなくなる傾向は１５年

目をスタートにした上の検討と同じである。

勤続４０年といえば，２０歳で入社した社員は定

年年齢の６０歳になっている。つまり準戦期の４０

年勤続者はそのまま定年まで在職していたと考

えてよい。そうすると，１９４１年入社の４割は定

年まで勤務したと考えてよい。戦後については

入社者氏名が報道された１９５６年の定年到達率は

１７.８％（定年到達数８/入社４５*１００），５７年が２２.６

（２６/１１５）。５８年が２４.３％（４２/１７３），５９年が２１.４％

（４４/２０６），６０年が３９.７％（２１６/５４４）である１１）。

①準戦期，大戦期，戦後混乱期，復興期，高度

成長期のいずれを取っても，勤続１５年目に到

達した社員はそれ以後はほとんど辞めない。

３０年，３５年目まで勤続するものは，３割から

４割になる。

②入社から１５年までの状態については，準戦

期，大戦期，戦後混乱期についてはデータが

ない。しかし入社数がわかる高度成長期につ

いていうと，ほぼ半数が在籍している。

③つまり，ある年に採用された社員は入社から

１５年ほどの間にほぼ半数が辞めるが，それ以

後はほとんど辞めずに勤続を重ねていき，３０

年から３５年まで在籍するのは入社数の１/３か

ら１/４である。

④ここまで来るとまず辞める者はいなくなる。

つまり入社数の１/３から１/４はそのまま定年

まで勤務する。こうした事実の含意について

は別稿で論じる。

６．排出TWCD

１排出種別度数

排出とは出向（トヨタの社員籍を保持したま

ま別会社で働く），転籍（トヨタの社員籍を失

って別会社の社員となる），定年退職（１９７２年

までは５５歳，以後数年間の移行措置があり，

１９７８年からは６０歳），チャレンジキャリア支援

制度（略称CCというのは定年前に自力で第２

の職業に転身する社員を支援する制度として

１９９６年から導入された）からなり，トヨタから

離脱する状態を指す。排出レコードの総数は上

の表６のように２６０９４件である。最大の種類は
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表６ 排出種別度数

累積パーセント有効パーセントパーセント度 数排出形態

１５１５１５３９２３５ 出向

３３.１１８.１１８.１４７２５６ 転籍

９８.８６５.７６５.７１７１４２７ 定年

９９.３０.４０.４１１０８ 退任

１０００.７０.７１９４９ ＣＣ

１００１００２６０９４合 計



定年退職でほぼ７割を占める。次いで転籍がほ

ぼ２割，出向が１５％である。社員のキャリアを

みるとまず関連会社に出向となり，１～２年を

経てその会社に転籍するというケースが非常に

多い。同じ人物のデータとしては出向と転籍は

多くの場合２重にカウントになっている。退任

というのは役員の場合の用語であり，例えば常

務取締を退任して顧問に就任するなど，トヨタ

でのキャリアが完全に停止するわけではない

が，その境界線は判然としない。TWCDは退任

も排出としてカウントしている。

２年度別排出数の推移

年度別排出数の推移は上の図７のようであ

る。最大の排出理由は定年退職なので，１９７３年

頃までは排出数が２００人程度だったということ

は，それに先立つ２０～３０年前に採用した人数が

多くはなかったことを意味している。１９８０年ご

ろから急増しているのは１９６０年代に大量採用し

た人びとが順次定年退職の局面に入ったことを

示す。１９９２，９３年の突出はこのころに別会社と

して創設された九州トヨタや北海道トヨタへの

大量の転籍者の存在に原因がある。

技能系と事務・技術系社員には排出の形態に

大差があるので，その様子を見ておこう１２）。下

の表７のように，技能系の場合はほぼ９割まで

が定年退職による退出である。他方の事務・技

術系社員ではほぼ半数が出向であり，定年退職

によるケースは２割に満たない。この事実は，

事務・技術系社員は熾烈な競争をくぐり抜けて

次長や部長に到達しても，それ以上の役員に進

めない場合に，関連会社に出向し，ほどなくそ

の関連会社の社員に転出しているからであり，

組織最上層部の競争圧力を緩和する仕組みが企

業グループ単位の準内部労働市場として形成さ

れているといえる。また出向や転籍は本体トヨ

タによるさまざまな支援の下で行われているこ

とを考えると，技能系社員よりも事務・技術系

社員は，よほど手厚い保護を受けている様子が

うかがえる。
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図７ 年度別排出数の推移（１９６０─２００５年）
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なお，排出TWCDは出向・転籍先企業名を

取り込んでいるので，これらの関連企業とトヨ

タとの関係についても分析可能である。

小 括

以上，新入社，昇格，異動，勤続，排出の５

種類のデータ種別に即してTWCDの度数を中

心にその構成を説明した。これまでの論述を総

括しながらできる限りの一般化を行う。

①戦後から２０００年までのトヨタの人事現象＝人

事異動回数は年度によって大差があり，その

違いはそれに先立つ十数年前に何人の正規社

員が採用されたかに依っている。つまりある

入社年度の社員グループが定年退職するまで

人事年輪効果が継続していく。

②新規採用数は年度によって大差があったが傾

向としては増加してきた。

③昇格数も社員数の増加に伴って増加傾向にあ

った。

④昇格のもう一つの側面である競争と淘汰から

みると，技能系社員と事務・技術系社員は互

いに競争関係に置かれていた。技能系社員の

競争選抜は事務・技術系社員のそれよりも相

当に厳しい状態にあった。

⑤担当部署の異動数は全体としては増加傾向に

あったが，１９８０年ごろからは急増と急減を繰

り返していて，明確な傾向をつかめない。そ

れは工販合併や組織改革などによって，部の

レベルでみた会社の組織編成が大きく変動し

ているからだと思われる。

⑥勤続率は比較的安定していて，入社から１５年

目までにほぼ半数が退社するが，これを過ぎ

るとほとんど辞める者はいなくなり，入社し

た社員の２割から３割は定年退職ないし出

向・転籍まで到達する。長期勤続慣行はすで

に準戦期に始まっている。

⑦排出数が一貫して増大しているのは社員数が

急増してきた結果であり，また戦後一貫して

長期雇用慣行が維持・継続されてきた結果で

もある。排出の局面では事務・技術系社員は

会社の支援で出向・転籍になり第２の活躍の

場が与えられている。技能系社員は会社の支

援が得られない状態で定年に至っている。

一般に人事現象は組織としての会社が外的経

営環境の変化に主体的に適応しようとするとこ

ろに発端がある。会社の経済，社会環境への主

体的適応は，採用数の質と量，会社内部の部

署・部門の編成，昇格や異動や排出の質と量を

変化させる。これらの変化は定期，非定期・臨

時の人事異動方針に反映されて，具体的な人事

が実施される。人事異動に遭遇する個々の社員
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表７ 技能系と事務・技術系社員の排出形態の違い

合 計構成比事務・技術系社員構成比技能系社員

３２５４４６.７２９４０３.８３１４５ 出向

２５５５３１.１１９５８７.２５９７６ 転籍

８５６６１８.４１１５７８８.８７４０９７ 定年

８９１.４８９０.００８ 退任

１７０２.４１４９０.３２１９ ＣＣ

１４６３４１００６２９３１００８３４１合 計



は，こうした会社の内外に生じる職業活動の基

盤ないし枠組みの度重なる変化に追随し，適応

して，自らの職業的な野心や希望を実現しよう

と主体的に努力する。このような人事現象につ

いての一般的な概念的な理解を踏まえながら

TWCDのさらなる構築と詳細な分析に進みた

い。

（２００７年５月１３日）

追記
本稿は２００３年から２００７年３月まで続けてきた日本

学術振興会の研究助成による研究成果の一部であ
る。これに関する研究成果報告書は（辻２００７）とし
て利用できるので参照されたい。

注
１） 下の表８はTWCD全を構成している５種類

のサブファイルの年度別レコード数である。例
えば「新入社TWCD」は１９２７年から実質的には
１９７４年までの３万２千件のデータからなってい
る。記事の読み込み場面では元資料の散逸，文
字の判読不能，同姓同名者の存在などで信頼で
きないデータが多数あった。それらは疑義デー
タとして分析から除外できるようにしている。
TWCD全の疑義データは２３１４７レコード，全体
の９.６％である。

２） 仮想入社レコードについて説明する。社内報
が新入社員の氏名を報道したのは１９５６から１９６１
年までのごく短期間で人数では約２千人にすぎ
ない。しかし班長や係長に昇進した人の氏名は
毎年のように数十人，数百人の規模で報道して
いる。例えば１９７０年２月の人事異動でAさんが
班長に昇進したことが報道されたとする。この
事実はAさんという人が１９７０年以前のどこかの
時点で入社したことを示している。もちろんA
さんがいつ入社したかは報道されていないので
すぐには分からない。しかし異動報道とは別の
勤続表彰報道を参照すると，１９８０年の２０年勤続
者として表彰された人の中にAさんの名前があ
ったとすると，Aさんの入社年は１９６０年だった

と判断できる。この段階でTWCDはAさんに
ついて１９６０年入社というレコードを作成してフ
ァイルに追加・投入している。これが仮想入社
レコードと呼んでいるものである。TWCDは
この方法で約３万人の入社年度を割り出し，仮
想レコードを投入している。

３） 数百年も生きている樹木の年輪にはその年輪
が形成された時代の気象状態や大気成分が吸
収・固定されていることは知られている。考古
学者や古生物学者はこの性質を利用して樹木の
年輪が形成された時代の地球の物理的な状態を
解明することに多大の努力を払っている。人事
現象を研究する社会学はある年度に生じる人事
現象は，それに先立つ数十年の昔に生じた人事
現象の痕跡を留めていると考える。長期勤続を
奨励してきた企業社会体制の下では，ある年度
に採用された社員グループの学歴，年齢，職能
などの構成は定年退職になってそのコーホート
が消滅するまで会社の中に封入され維持され
る。人事年輪は企業・人事環境の変化によって
その構成成分が変化するが，トヨタの場合も戦
中・戦後の従業員数の激変，１９５０年争議による
大量解雇，その後数年間の新規採用の停止，
１９６０年代の急膨張，１９８２年の自販との合併，
１９９０年代のトヨタ北海道やトヨタ九州への大量
転籍などの人事構成に重大な影響を及ぼした出
来事に事欠かない。なお，人事年輪という概念
とそのトヨタへの試論的な適用については（辻
２００６）を参照されたい。

４） 社内報は１９５６-１９６１年の期間に限って例外的
に定期採用新入社員の氏名を，学歴，職能，性
別を付けて報道したことがある。トヨタが「採
用区分」と名付けているこの確かな指標に基づ
いてキャリア分析を行うことは多くの知見をも
たらしてくれる。樋口博美は１９６０年入社グルー
プ６３１人について採用区分別の詳細なキャリ
ア・ツリーを描いている（樋口２００７）。

５） トヨタは定年年齢到達前に早期退職する社員
について定年扱いとすることがある。この場合
には，定年を６０歳として算出した誕生年や入社
時年齢は事実と齟齬を生じる。こうした齟齬
は，他方で勤続年数の表彰年目を指標にして点
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検することができる。退職年に６０歳であるとし
て算出した勤続年数が１０年目勤続表彰の入社か
らの経過年数が９年目とか１１年目になった場合
は，疑義データとして必要に応じて分析から除
外している。

６） TWCDは次の方法で技能系社員と事務・技
術系社員を判別している。その社員のキャリア

が班長，組長，工長から始まる場合は技能系と
みなす。係長，課長から始まる社員は事務・技
術系社員とみなす。この方法でほぼ完全な判別
が実現している。

７） ここで役員というのは，平取締役，常務取締
役，専務取締役，副社長，社長，名誉会長など，
複数の職位を含んでいる。次長や部長への昇格
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表８ データ種類・年度別レコード数

合計
４排出
TWCD

３勤続
TWCD

２異動
TWCD

１昇格
TWCD

０新入社
TWCD

データ
種 類

合計
４排出
TWCD

３勤続
TWCD

２異動
TWCD

１昇格
TWCD

０新入社
TWCD

データ
種 類

４０５７１６２５３４１３０１１３２２０９９１９６９年１００００１１９２７年

３１９９１５０２５８１８５７９５１８１１１９７０年１００００１１９３１年

４６７７１５５９０７５７５１０９８１９４２１９７１年２００００２１９３２年

３９０３１７１５５１６９０１０２３１４６８１９７２年１９００００１９１９３４年

３８４４１５９８２２２８３１０４３１５３７１９７３年４９００００４９１９３５年

３７７７５４５３８２７２９９９１９１４１９７４年１３９００００１３９１９３６年

１６４５３６６２１２８５６９９４１９７５年１４８００００１４８１９３７年

２８５７３６１７６６２７２７６９１４１９７６年２１３００００２１３１９３８年

３２２２７３２０７２３１６７５９２１９７７年３１４００００３１４１９３９年

３６５０６８２３５１２８９９３９３１９７８年１７５００００１７５１９４０年

４２９６１９１２６６０３２６１１１８１１９７９年２３７００００２３７１９４１年

５１７８２４０３１９９２９３１４４５１１９８０年２４３００００２４３１９４２年

５７５６２３３３４１８３４２１７６２１１９８１年１８７００００１８７１９４３年

７００６２４７４４９１３３８１９３００１９８２年１１７００００１１７１９４４年

７９７９２８０４７７６８３１２０９２０１９８３年１７４００００１７４１９４５年

８２９４４０７５１７６６４０２０７０１１９８４年１０１５００００１０１５１９４６年

８８３８４２７５５２３７２７２１６１０１９８５年２５９００００２５９１９４７年

９１０６４６７５５４９６５４２４３６０１９８６年７２９００００７２９１９４８年

６５８６６１８２６５６８３９２４７３０１９８７年１９２００００１９２１９４９年

６６７８５９３２７６６８３５２４８４０１９８８年１０００００１０１９５０年

６７７０６６２２５４９９７４２５８５０１９８９年１２００００１２１９５１年

４９１９７６１０１２５２２９０６０１９９０年１３００００１３１９５２年

７１９０７０４２９８５６８４２８１７０１９９１年８０００００８０１９５３年

９２８１１８３５３１７９６９８３５６９０１９９２年５８３０５１５００６８１９５４年

８８１９１５５９３２５２６４９３３５９０１９９３年７３２０３７９０２９８５５１９５５年

９０３１８０６４２８５６７３３２６７０１９９４年１８０００１３７１０３４５８４１９５６年

５０８１９３７０７８９３３５５０１９９５年２１１０００１２１０１９５７年

５４２３１１９４０８１４３４１２３１９９６年２８２０００３９２４３１９５８年

５６３１１１４７０１０７２３４０９３１９９７年１０６８０７３２０５９２７７１９５９年

５５３９１２５００８８３３４０６０１９９８年８７９３７０２３１２１６９８１９６０年

５７７１１３２８０９６１３４８０２１９９９年２８４６８０１２４６７６１９８１２４６１９６１年

４８２２１３２５００３４９７０２０００年３０９９７３８６７９５３６５１６９９１９６２年

５２６８１５７６００３６９２０２００１年２９５８６６１０１１１２５１５８１５９８１９６３年

４９４０１３１９００３６２１０２００２年３３９２７０６２６１１０３６５２２２１１９６４年

４９６５１３６４０５０３５５１０２００３年３４６９８７２９３２５４０２５４７１９６５年

４７２３１４５３０５６３２１４０２００４年３４９７１０８１０９２１２８４８６１６８３１９６６年

１２７７１２７７００００２００５年３９１５１１９７０７１０３７８５２２０１１９６７年

２４１６３５２６０９４７６６４１１９４７８８７２４８３２１７４合計４５７７１９０９１８１３９１１２１２２０９１９６８年



は１度生じるだけだが，役員の昇格は同一人物
について複数回現れる。TWCD全が把握して
いる役員数は個人単位では３４７人である。正確
を期すには上の表の役員級３９６人という数字は
３４７人とすべきだが，大勢に影響はないと考え
て，SPSSが算出した度数をそのまま用いてい
る。

８） TWCDの信頼性について昇格数について点
検する。社内報は定期異動などの大規模な人事
の報道記事のなかで，その年度の昇格者数を合
計値と記している。例えば１９６４年２月の定期異
動については「新設部課は４部１８課，昇格者は
次長１６名，課長４２名の多きを数えている」（『ト
ヨタ新聞』１９６４年２月１日，５４３号）というよう
である。このとき班長，組長，工長，係長につ
いては昇格数が報道されないことが多い。しか
し課長，次長，部長の昇格数はいつも報道され
るので，ここでは新聞報道による課長，次長，
部長の昇格数の合計数とTWCDが捕捉した課
長，次長，部長の昇格レコード数を比較してお
こう。
上の表９は１９５５年～２００４年の期間の課長以上

の昇格数を新聞報道とTWCDについて比較し
ている。上の行が新聞が示す数値で，下が
TWCDの数値である。新聞報道の行，１９５５年か
ら５９年まで０となっているのはこのころには，
この種の数値が発表されなかったことによる。
上の行と下の行には年度によって多少の不一致
があり，新聞報道の昇格数を合計すると１５８３２
件になる。他方のTWCDが捕捉した課長以上

昇格数は１６２２８レコードで，３９６件多くなってい
る。この理由は新聞の報道する数値は大規模な
定期人事異動記事の時だけなされるのに対して
TWCDは臨時に行われる小規模な昇格報道も
丹念に拾っているからである。逆にTWCDは
氏名の判読不能が原因で数名分のレコードを取
り漏らしている年度がある。ちなみに新聞報道
数とTWCDのレコード数の年度別分布の相関
係数は０.９９８であり，両者はほとんど同じであ
ると考えてよかろう。

９） 従業員数は１９６６年は『トヨタ５０年史・資料
編』２２７，２００４年は『有価証券報告書』による。

１０） この数表（表１０）は勤続率の計算に用いた元
データである。左の列の入社年というのは，当
該の社員グループが入社した年度である。１９３７
年入社グループが１５年表彰を受けたのは１９５２年
なので，勤続１５年の掲載年の列に１９５２年を入れ
ている。このとき新聞発表では４１８人という合
計値が示されているので人数の列にそれを入れ
ている。こうして，入社年度ごとにそれに対応
する表彰年の記事が掲載される年度を対応させ
て人数を入れたのが上の表である。この数字
（人数）を表彰年ごとに拾っていけば，節目毎
の勤続率が計算できる理屈である。ところが，
１９８２年７月に工販合併があってそれまで別会社
にいた約５千人の自販社員が合流した結果，８２
年の勤続報道からは，両者混みでカウントされ
ている，という問題がある。具体的にいうと，
入社年１９５７年，勤続２０年の人数は９５人（掲載年
は１９７７年）だが，次の勤続２５年の人数は１４９人
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合計２００４２００３２００２２００１２０００１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５西 暦

１５８３２７７５８７８８７６８７９８２７８５４７８８７３６６４８６１９
新聞報道による課長以上昇
格数

１６２２８７７４８７７８７３８６５８２６８４７７８４７３１６４４６１４TWCD課長以上昇格数

表９ 課長以上昇格数の比較，新聞報道とTWCD全
１９７４１９７３１９７２１９７１１９７０１９６９１９６８１９６７１９６６１９６５１９６４１９６３１９６２１９６１１９６０１９５９１９５８１９５７１９５６１９５５西 暦

１３５１０４１１３１４５９５８４７５１８３０１５８３２４２０２４０００００
新聞報道による課長以上昇
格数

１３３１０７１１３１４７９７１００８４５６２６８５８３１２５３６５４９１９０１０３９２TWCD課長以上昇格数

１９９４１９９３１９９２１９９１１９９０１９８９１９８８１９８７１９８６１９８５１９８４１９８３１９８２１９８１１９８０１９７９１９７８１９７７１９７６１９７５西 暦

５９２６０２６２７６１３６２５５５７４７４４４６３３９３１０２８３２９５２０８１９５１７２１７１１３０１３６１２８９３
新聞報道による課長以上昇
格数

５８８５９６６２２６０７６３２５６４４８６４５６３４７３２４３００３０６２０８２０３１８１１７４１３０１４７１２６９８TWCD課長以上昇格数
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表１０ 入社年度別・勤続年目・表彰数・新聞掲載年（１９３７─１９７８年）
勤続４５年勤続４０年勤続３５年勤続３０年勤続２５年勤続２０年勤続１５年勤続１０年新規採用数入社年

掲載年人数掲載年人数掲載年人数掲載年人数掲載年人数掲載年人数掲載年人数掲載年人数人数西暦

１９８２１９７７５２１９７２９９１９６７２４７１９６２３２９１９５７３８３１９５２４１８１９３７

１９８３１９７８５６１９７３６４１９６８９９１９６３１３９１９５８１５７１９５３１７２１９３８

１９８４５１９７９８７１９７４１１２１９６９１７９１９６４２７７１９５９３４５１９５４３７４１９３９

１９８５１６１９８０８６１９７５１０６１９７０１２４１９６５１７４１９６０１９５５１９４０

１９８６１７１９８１９２１９７６１０９１９７１１３５１９６６１７９１９６１２１７１９５６２３６１９４１

１９８７１９８２６５１９７７９８１９７２１３２１９６７１９２１９６２２３８１９５７２７９１９５２１３５２１９４２

１９８８１９８３７３１９７８９２１９７３１１３１９６８１５０１９６３１８０１９５８２０６１９５３２１２１９４３

１９８９１９８４４２１９７９５４１９７４６３１９６９８０１９６４９８１９５９１１７１９５４１４１１９４４

１９９０１９８５５５１９８０７０１９７５８５１９７０１０１１９６５１１６１９６０１９５５１９４５

１９９１１９８６３０１１９８１５１６１９７６６６２１９７１７４４１９６６９１２１９６１１０２８１９５６１１４３１９４６

１９９２１９８７４２１９８２１２４１９７７１９０１９７２２２１１９６７２６８１９６２３００１９５７３４９１９４７

１９９３１９８８１９０１９８３３３７１９７８４７１１９７３５０９１９６８６１６１９６３６９３１９５８７３６１９４８

１９９４１９８９６３１９８４１０８１９７９１６６１９７４１９１１９６９２２８１９６４２５２１９５９２７０１９４９

１９９０１９８５３１９８０１１９７５１１９７０３１９６５３１９６００１９５０

１９９１１１９８６４１９８１１９７６１９７１１９６６１１９６１１１１９５１

１９９２２１９８７１９８２２１９７７１９７２１９６７１９６２１５１９５２

１９９３３１１９８８１９８３６１１９７８４８１９７３４８１９６８５３１９６３１００１９５３

１９９４３６１９８９１９８４６０１９７９４３１９７４４４１９６９４７１９６４８９１９５４

１９９０１９８５３４１９８０２９１９７５３０１９７０３０１９６５５４１９５５

１９９１１９８６４６１９８１２５１９７６２７１９７１２８１９６６５８１９５６

１９９２１９８７１１９１９８２１４９１９７７９５１９７２９９１９６７１３７１９５７

１９９３１９８８１１５１９８３１４４１９７８９４１９７３９４１９６８１９８１９５８

１９９４１９８９１２６１９８４１６０１９７９１２７１９７４１２８１９６９２１３１９５９

１９９０１９８５４３２１９８０３９２１９７５３９９１９７０３７８１９６０

１９９１９１０１９８６１０３９１９８１９５４１９７６９６８１９７１６０９１９６１

１９９２１５４２１９８７１９８２１６３３１９７７１６３９１９７２３２３８１９６２

１９９３１４５７１９８８１９８３１６６２１９７８１６１７１９７３６２９０１９６３

１９９４２０９３１９８９１９８４２３９３１９７９２２８４１９７４９３１７１９６４

１９９０１９８５２７４１１９８０２６５８１９７５５９６０１９６５

１９９１１９８６１８３３１９８１１８８３１９７６６５２１１９６６

１９９２１９８７２４０３１９８２２５２４１９７７９２１７１９６７

１９９３１９８８２４２５１９８３２５９１１９７８１０４６５１９６８

１９９４１９８９２２６１１９８４２４３０１９７９１０８２８１９６９

１９９０１９８５２２４２１９８０１１６１３１９７０

１９９１２０６０１９８６２３１０１９８１９６４４１９７１

１９９２１６３７１９８７９２１９８２５１２６１９７２

１９９３１７６２１９８８３９１９８３７５４８１９７３

１９９４２１５７１９８９１０４１９８４８０１５１９７４

１９９０１９８５２９７０１９７５

１９９１１３１９８６２３７７１９７６

１９９２１９８７２７０２１９７７

１９９３２１９８８２２３５１９７８



（掲載年１９８２年）と増加している。要するに
１９８２年を挟んで計上された数字（人数）は信頼
できない。先の表５はこの影響が及ばない年
度，つまり１９８１年までのデータに限って利用し
ている。さらに例えば１９６８年，６９年入社のよう
に１９８２年を越えた期間のデータも利用してい
る。なお，入社数が一桁などの年は除外してい
る。１９７２年入社以後の１５年表彰者（１９８７年掲載
以後）は実態に即さない少数である。その理由
はトヨタは１９８７年を機に１５年表彰を廃止したの
だが，そのままでは２０年表彰の機会がなく定年
退職に至る高齢・中途入社者への救済策を実施
した。その結果の数字である。いずれにしても
データとして利用できない。次に新規採用数で
ある。上の表の新規採用数の列の数字は１９５１年
から１９６１年までは日本人文科学会編『技術革新
の社会的影響』（日本人文科学会１９６３，９７）によ
る。１９６２年から１９７８年までは『日本労働協会雑
誌』に山本恵明が公開した数字である（田中
１９８０b，６７）。いずれも全学歴，定期・途中，男
女全てを含む正社員であり，勤続表彰の対象と
なる社員である。表５に示したのは上の表１０で
網をかけた部分である。

１１） 私は新規入社の氏名が報道された１９５６-１９６０
年について社員の長期勤続状態を分析したこと
があるので，参照されたい（辻２００５）。

１２） 平尾智隆はTWCD排出ファイルに基づいて
社員が「トヨタを去るとき」の分析を行ってい
るので参照されたい（平尾２００７）。
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Abstract:ThispaperexaminesthehumanresourcemanagementpoliciesthatToyotaMotorhas

carriedoutinthepostwarperiod,withafocusontheannualnumberandfrequencyofitsnewly

hiredemployees,promotionsinrank,personneltransfers,continuousservicecommendations,and

personneldischargebetween1937and2005.BasicdataforthestudywasprovidedbytheToyota

WorkersCareerData(TWCD),aMicrosoftExcelfileintowhich personnel-relatedarticles

releasedintheautomaker’shousejournalswereexhaustivelycollectedandloaded.

Thestudyhasrevealedsixkeyfindings:①Toyota’srecruitmentdemonstratesanupwardtrend,

thoughtherearesignificantdifferencesbetweenyearsinthenumberofnewly-hiredemployees.②

Therehasbeenanincreaseinthenumberofpromotionsinresponsetothegrowingnumberof

itsemployees.③Viewedfromtheaspectofcompetitionandselection,whichisanotheraspectof

thepromotionprocess,bothskilledworkersandclericalworkers/engineershavebeenexposedto

competitionamongco-workers.Skilledworkershavefacedmorefiercecompetitionthanclerical

workers/engineers.④Ingeneral,thenumberofpersonneltransfersisontheincrease.However,

itisdifficulttoidentifyacleartrendduetorepeatedcyclesofsharpincreaseanddecrease

observedsincearound1980.Thiscanbelargelyattributabletomajorchangesinorganizational

structuresonadepartmentlevel,resultingfrom amergerbetweenToyotaMotorCo.,Ltd.and

ToyotaMotorSalesCo.,Ltd.aswellascompany reorganization.⑤ Toyota’scontinuous

employmentrateisrelativelystable.Halfofitsemployeesleavethecompanywithinabout15

yearsafterjoiningit.Afterthat,however,fewworkersleavethecompany,and20to30%ofthem

continuetoworkuntilmandatoryretirementageoruntiltheyaretransferredtoToyota’s

subsidiaries.⑥ Thenumberofdischargedemployeeshascontinuedtorise.Thisresultsfrom a

surgeinthenumberofitsworkersandreflectsthelong-termemploymentpracticemaintainedby

thecompanyoverthepastfewdecades.

Keywords:ToyotaMotor,humanresourcemanagement,joiningthecompany,promotion,transfer,

continuousservice,discharge,TWCD
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